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令和５年度 第４回 教授総会議事概要 

［令和５年７月２６日（水）］ 

 

〇 所長から、配付資料１に基づき、次の新任教員について紹介があった。 

・令和５年７月１６日付け 

【昇任】 

杉原 加織   物質・環境系部門 准教授 

 

○ 前回議事概要（案）が承認された。 

 

Ⅰ 報告事項 

１．寄附金受理報告 

配付資料３に基づき、受付番号Ｓ０５－４７～６７の計２１件について、常務委員会の審議の結

果、受理された旨報告があった。 

 

２．受託研究受理報告 

配付資料４に基づき、受付番号Ｊ０５－２、T０５－３、Ｇ０２－５４～５５（増額）、Ｇ０５－

２０、Ｇ０５－２４～２５、Ｇ０５－２８～２９の計９件について、常務委員会の審議の結果、受

理された旨報告があった。 

 

３．民間等共同研究受理報告 

配付資料５に基づき、受付番号Ｋ３０－９５（期間延長）（増額）、Ｋ０３－３６（期間延長）（増

額）、Ｋ０４－５４（期間延長）（増額）、Ｋ０４－６９（期間延長）（増額）、Ｋ０４－７３（期間延

長）（増額）、Ｋ０５－３９、Ｋ０５－５５～７１、ＮＫ０５－６、ＺＫ０５－６～１２、ナノ量子

情報エレクトロニクス研究機構分Ｋ０５－５２の計３２件について、常務委員会の審議の結果、受

理された旨報告があった。 

 

４．人事報告 

（１）機械・生体系部門（エネルギー・環境分野）の講師または准教授に係る人事について、人事

が進行している旨、報告があった。 

（２）人間・社会系部門（建築情報学分野）の特任准教授（特定短時間）、人間・社会系部門（情

報指向空間デザイン学分野）の特任講師（特定短時間）に係る人事について、７月２６日(水)

開催の人事教授准教授会、人事教授総会において投票が行われる旨、報告があった。 

 

 ５．生産技術研究所外国人研究者招聘助成要項の改正について 

   配付資料６に基づき、生産技術研究所外国人研究者招聘助成要項の改正について、報告があった。 

 

６．逗子市と東京大学生産技術研究所との逗子海岸における美化推進に関する連携協力協定の締結に 

ついて 

 配付資料７に基づき、逗子市と東京大学生産技術研究所との逗子海岸における美化推進に関する

連携協力協定の締結について、報告があった。 
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 ７．連携研究機構「情報セキュリティ教育研究センター」の設置について  

   連携研究機構「情報セキュリティ教育研究センター」の設置について、報告があった。 

 

 ８．連携研究機構「感染症連携研究機構」の変更について 

   連携研究機構「感染症連携研究機構」の変更について、報告があった。 

 

 ９．Continental寄附金事業に関する審査結果について 

   岡部（洋）国際・産学連携室長から、配付資料８に基づき、Continental寄附金事業に関する審査

結果について、報告があった。 

 

 １０．事故・ヒヤリハット報告について 

   工藤環境安全管理室長から、配付資料９に基づき、事故・ヒヤリハットについて、報告があった。 

 

Ⅱ 審議事項 

１． 寄附金の受入について 

竹内（渉）教授（水谷准教授代理）、杉原准教授及び松久准教授から、寄附金の受入れについて説

明があり、審議の結果、承認された。 

 

２． 令和５年度当初予算配分について 

配付資料１０に基づき、令和５年度当初予算配分について説明があり、審議の結果、承認された。 

 

Ⅲ 内外情勢報告 

１． 研究科長・学部長・研究所長合同会議（７／４、７／２５） 

配付資料１１、１２に基づき、研究科長・学部長・研究所長合同会議について、報告があった。

大岡キャンパス・施設部会長から、配付資料１１に基づき、「２０２３年度の電力需給対策」につい

て説明があった。 

 

Ⅳ その他 

１． 情報セキュリティ教育の実施について 

新野部局ＣＩＳＯから、配付資料１３に基づき、情報セキュリティ教育の実施について依頼があ 

った。 

２．夏季休暇中における情報セキュリティに関する注意喚起について 

新野部局ＣＩＳＯから、配付資料１４に基づき、夏季休暇中における情報セキュリティに関する 

注意喚起があった。 

 ３．KOMANI BREAK TIMEの開催について 

   野村社会連携・史料室長から、配付資料１５に基づき、８月２５日(金)１４：３０から KOMANI 

BREAK TIMEが開催される旨、案内があった。 

４．研究インテグリティの確保に関する申告書（令和５年度）の作成等について 

小林総務課長から、配付資料１６に基づき、研究インテグリティの確保に関する申告書（令和５ 

年度）の作成等について、説明があった。 

 ５．本学の全教職員等を対象とするコンプライアンス・リーガルマネジメント教育の実施について 
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   小林総務課長から、配付資料１７に基づき、本学の全教職員等を対象とするコンプライアンス・

リーガルマネジメント教育の実施について、依頼があった。 

 

以 上 

 


